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Community Survey、以下 ACS; 毎年実施）の 2 種類があり、いずれの調査にも言語に関








者数とは大きな開きがある（Census of India 2011）。母語話者数に差異があるものの、ヒ
ンディー語、ベンガル語、テルグ語の 3 言語はいずれも憲法第 8 附則に記載された指定言
語（Scheduled language1）に指定されている 22 言語に含まれており、その他に話者人口












































































3.1  2 言語使用研究 
3.1.1 欧米における 2 言語使用研究 











EV とは 1970 年代後半に Giles らによって提唱された概念で、経済や社会の「地位
（Status）」、人口比率や出生率といった「人口統計学（Demography）」、マスメディアや政
府機関による「制度的支援（Institutional Support）」の 3 要因によって客観的に測定され
る 6。その一方で、自分の属する集団の EV に対する個人的な主観を重視した立場
（Subjective Ethnolinguistic Vitality、以下 SEV）もある（Bourhis et el. 1981、Allard & 
Landry 1986、1994）。言語保持や移行現象を説明するためには有効であるとして、EV 理
論を援用する研究の多くは SEV に焦点をあてており、第二言語学習における情意要因






 ― 6 ―  
 
マに導入されている。 




母語と 移住先の優勢な集団／その集団の言語（優勢言語）という、2 集団／2 言語間の優
劣を測ることを目的に設計されていることがわかる。すなわち、EV 理論の関心は 2 集団
および 2 言語の関係性にあって、それ以上の言語の使用については議論の俎上に載せるこ
とができない。つまり、2 言語使用研究には 2 言語を超えた言語使用の実際にアプローチ
できないという限界がある。 
3.1.2 日本における 2 言語使用研究 
日本における 2 言語研究の歴史は欧米よりも浅く、1970 年代から言語学の学術誌（『言
語』、『言語生活』）に特集が相次いだ。また、2 言語使用研究を扱った日本語による先駆的
な研究書である『二言語併用の心理』が言語心理学者の芳賀純によって発表されたのは




外・帰国子女の 2 言語使用研究が盛んに取り組まれるようになった。 








表 1 『バイリンガル文献ハンドブック』（1993）所収文献の内訳 
分野 文献数 日本語による文献 日系人・日本人関連 
教育   475 16（3.4%） 9 
言語   404  3（0.7%） 3 
心理   214  4（1.9%） 3 
その他   159 16（9.9%） 7 
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世の中では机上の空論に過ぎない」（p. 30）と述べ、Blackledge & Creese（2014）も「マ
ルチリンガリズム（複数言語使用）こそが標準である」（p. 1 訳は筆者）と主張している。
このように複数の言語が飛び交う現代社会の様相に研究者の関心が集まり、flexible 
bilingualism（Cree & Blackledge 2011）、codemeshing（Canagarajah 2011）、polylingual 
languaging（Jørgensen et el 2011）、contemporary urban vernaculars（Rampton 2011）、 
heteroglossia（Busch 2014）、translangaging（García 2009、 García & Li 2014）、 
metrolingualism（Otsuji & Pennycook 2010、2014）、と様々な概念が生まれている。 
また、ユネスコは 2000 年第三十回総会において「決議 12 号 複数言語主義 9に基づく

















































































育学における 2 言語使用研究には様々な矛盾を孕んだ問題があることを論ずる。 
4.1 母語―日本語の二項対立にある諸問題 
日本語教育学の場合、2 言語使用を対象とする研究の多くは外国人の母語と日本語の二
















































































































































































































































































 1 インドの憲法第 8 附則には言語リストがあり、そのリストに掲載された言語は scheduled language
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 2 総務省統計局「国勢調査 2015 国勢調査とは」 
<http://kokusei2015.stat.go.jp/about/index.htm>（2015 年 5 月 28 日）  
 3 平成 20 年 2 月 15 日に開催された総務省統計局主催「平成 22 年国勢調査の企画における検討会
（第 7 回）」において配布された資料 1-3「平成 22 年国勢調査の新規項目能要望に関わる対応方針
（案）」による。<http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kokusei/kentou/pdf/07syou03.pdf>（2015







 6 Giles ら（1977）が提唱した EV は、SEV に対して Objective Ethnolinguistic Vitality（OEV）
と称される。 
 7 ELDIA は European Language Diversity for All の略称。ELDIA プロジェクトとは欧州の社会
的・個人的言語多様性に関する学際的な研究プロジェクトである。詳細については、
<http://www.eldia-project.org/>（2014 年 6 月 10 日）を参照にされたい。 
 8 日本国内の社会的多言語性認識の問題点については、安田（2003）の指摘による。 
 9 原文では multilingualism。 
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